
－１－ 

○ 埼玉県では、県内に在住で県内の私立高校（通信制）へ通学する生徒の授業料負担を軽減 
 するため、国の就学支援金の支給に上乗せして補助を行っています。 

○ 軽減対象となる方は、学校からの案内に従って、学校に申請してください。 

補助金を受けることができる方は？ 
ご自分の世帯が補助金を受けることが
できるか？下図を使って確認してみて 
ください。 

YES NO 

国からの就学支援金を受給した後も「授業料負担」がありますか？ 
（授業料全額の補助・免除を受けている方は「NO」へお進みください） 

YES NO 

国からの就学支援金を県内通信制高校において受給していますか？ Ｑ２ 

Ｑ３ 

 
補助を受けることはできません。 
  

「生活保護」を受けていますか？  Ｑ４ 

Ｐ．３ ② の 
 「生活保護世帯」を御覧 
 ください。 

「Ｑ５」へ 
お進みください。 

YES NO 

平成２４年度の「市町村民税所得割額」は“162,300円未満”ですか？  Ｑ５ 

Ｐ．２ ① の 
 「市町村民税所得割額が
基準に当てはまる世帯」を御
覧ください。 

YES NO 

YES NO 

保護者と生徒がともに埼玉県に居住していますか？ Ｑ１ 

補助を受けることはできません。 
   ただし、保護者が単身赴任で
一時的に県外に住んでいる場
合は、Ｑ２へ。 

（県内通信制高校通学生用） 

平成２４年度 

埼玉県のマスコット コバトン 

彩の国 

補助を受けることはできません。 

補助を受けることはできません。 
    ただし、Ｐ．３ ③の「家計急
変世帯」に該当する場合は、学
校に御相談ください。 



－２－ 

補助金を受けることができる世帯 

① 平成２４年度「市町村民税所得割額」が基準に当てはまる世帯 

保護者（＝親権者）の平成２４年度市町村民税所得割額の合計額が基準額表の金額未満であれ
ば、補助金を受けることができます。 

 その１  市町村民税所得割額の基準額表 

 （１）まず、「世帯の市町村民税所得割額」を確認してください。 
   課税証明書に記載されています。下記の市町村民税所得割額の見方を御参照ください。 

 世帯の市町村民税所得割額      保護者の市町村民税所得割額    保護者(配偶者)の市町村民税所得割額  
  

          円        ＝                      円     ＋                       円 

 （２）ご自分の世帯の市町村民税所得割額が下記の基準額表に該当するか確認してください。 

市町村民税所得割額の基準額表 

基準額 
（市町村民税所得割額） 補助金額（年額） （注） 

113,700円未満 237,600円（※１） － 国の就学支援金受給額 

162,300円未満 200,000円（※２） － 国の就学支援金受給額 

※ 保護者のうち所得が多い方が失職、死亡、離婚等となった場合は、P.３ ③の「家計急変世帯」を御覧ください。 

 その２  市町村民税所得割額の見方 

「課税証明書」の場合 

賦 課 期 日 現 在 の     
  住 所 及 び 氏 名 

分  離  課  税  分 

同 居 老 親 

一         般 
普通障害 

老         人 

特         定 

年 税 額 
均 等 割 

扶   養   控   除 
配  偶  者  控  除 

所 
得 
の 
種 
類 

（以 下 余 白） 

給  与   所  得 所 得 割 

均 等 割 

所 得 割 

繰   越   控   除 
所得控除の合計 

（ 以 下 余 白 ） 
基   礎   控   除 

損害保険料控除 

生命保険料控除 

社会保険料控除 

所得控除の内容 

扶養等の
内訳 

総   所   得   分 
平成２３年度課税標準額 

県 
民 
税 

市
民
税 

平成２３年度 市・県民税 

所 得 の 合 計 

平成２２年分の所得の内容 

公的年金等収入 

給   与   収   入 

平 成 ２ ２  年 度  課  税  証  明  書 
○○第○○○号  この欄に記載

されている金額

が「市町村民
税所得割額」
です。 

 この欄に扶
養親族の状
況が記載され
ています。 

（経過措置を受
ける場合に必
要となります。
（２・３年生の
み）） 

※ 市町村窓口で取得してください。 
※ さいたま市にお住まいの方は「所得証明書」になります。 

 配偶者控除
の欄が「無」、
空欄、配偶者
特別控除の欄
に金額が記載
されている場合
は、配偶者の
課税証明書等
が必要となりま
す。 

 また、配偶者
控除の欄が
「有」の場合で
も、収入が１００
万円を超える
場合は課税さ
れることがあり
ますので、注意
してください。 

「課税証明書」の場合 

賦 課 期 日 現 在 の     
  住 所 及 び 氏 名 

（ 以 下 余 白 ） 分  離  課  税  分 

同居老親 

老  人 

特  定 
普通障害 一  般 

控除対象配偶者の有無   有 

年 税 額 
均 等 割 

配偶者特別控除 
配  偶  者  控  除 

所 
得 
の 
種 
類 

（以 下 余 白） 

給  与   所  得 所 得 割 

均 等 割 

所 得 割 

繰   越   控   除 
所得控除の合計 

基 礎 控 除 
扶 養 控 除 

損害保険料控除 

生命保険料控除 

社会保険料控除 

所得控除の内容 

扶養等の
内訳 

総   所   得   分 
平成２４年度課税標準額 

県 
民 
税 

市
民
税 

平成２４年度 市・県民税 

所 得 の 合 計 

平成２３年分の所得の内容 

公的年金等収入 

給   与   収   入 

平 成 ２ ４  年 度  課  税  証  明  書 
○○第○○○号  この欄に記載

されている金額

が「市町村民
税所得割額」
です。 

※ 市町村窓口で取得してください。 
※ さいたま市にお住まいの方は「所得証明書」になります。 

 配偶者控除
の欄が空欄、
配偶者特別控
除の欄に金額
が記載されて
いる場合は、配
偶者の課税証
明書が必要と
なります。 

 また、控除対
象配偶者の有
無欄が「有」の
場合でも、収入
が１００万円を
超える場合は
課税されます
ので、その場合
は、配偶者の
課税証明書が
必要となります。 

（※１） 単位制で授業料を納入している場合、９，６２４円×登録単位数となります。 
（※２） 単位制で授業料を納入している場合、８，１００円×登録単位数となります。 
（注）実際に負担する授業料年額が237,600円（200,000円、９，６２４円×登録単位数、８，１００円× 

   登録単位数）未満の場合は、その額が上限額となります。 



○ 学校所定の書類 
○ 世帯全員の住民票（続柄が記載されているもの）  
  外国籍の方は、世帯全員の登録原票記載事項証明書でも可。 
○ 保護者 の「平成２４年度 課税証明書」 

 －３－ 

② 生活保護世帯 補助金を受けることができます。 
下記の書類を準備して「学校所定の書類」とともに御提出ください。 

添付書類 
○ 学校所定の書類 
○ 世帯全員の住民票（続柄が記載されているもの）  
  外国籍の方は、世帯全員の登録原票記載事項証明書でも可。 
○ 生活保護受給証明書（福祉事務所長が発行したもの） 
  ※受給対象となる世帯全員について証明されているものが必要です。 
     ※受給証ではありませんので、御注意ください。 

添付書類 

 基準に当てはまる場合は、補助金を受けることができます。 
 下記の書類を準備して「学校所定の書類」とともに御提出ください。（提出書類の詳細はP.５参照）  

その３  添付書類 

③ 家計急変世帯 
 保護者の失職、死亡、離婚等の理由から収入確保の手段を失った世帯、又は平成２４年中の年間所得が前年に比
べて半分以下に減少した世帯で、下記の基準に該当した場合は補助金を受けることができます。 

 

○ 保護者 の「失職」、「死亡」、「離婚」等 
 ※次の①～③の全てに該当している場合が対象です。 
  ① 保護者のうち、平成２３年中所得の多い方に、失職、死亡、離婚等の事実が発生している。 
   （注）失職には、定年退職は含まれません。 
  ② 失職、死亡、離婚等が 平成２４年１月１日～平成２４年１２月３０日 までの期間に発生している。 
  ③ 保護者のうち、平成２３年中所得の少ない方の平成２４年度の市町村民税所得割額が、 
    １６２，３００円未満である。 

○ 平成２４年中（１月～１２月）の年間所得が、平成２３年中（１月～１２月）の年間 
 所得に比べて、半分以下に減少 
 ※ 保護者のうち、平成２３年中所得の多い方、又は世帯合計の事実発生に限ります。 
 ※ 半分以下に減少した平成２４年中の年間所得から算定した市町村民税所得割額が、１６２，３００円未満 
 に該当することなど一定の条件があります。 

 ○ いずれの場合も、所得の多い方を確認するため、保護者全員の課税証明書が必要になります。 
   離婚による家計急変の場合は、離婚前の配偶者の課税証明書も必要となります。 
 ○ 添付書類など、取り扱いの詳細については学校にお問い合わせください。 
  （申請期間については、平成２５年２月末までを予定しています。ただし、学校により締切が異なるため、詳細 
   については学校にお問い合わせください。） 

補助金額（年額） （注） 

237,600円（※１） － 国の就学支援金受給額 

（注①） 家計急変世帯のうち、年度途中で家計急変事由（失職、死亡、離婚等）が発生した場合、補助金額は、 
      発生月からの月割額となります。 
     ただし、再就職等により、家計急変事由がなくなった場合は、それ以降の補助金を受けることができま 
            せんので、学校に申し出てください。 

（※１） 単位制で授業料を納入している場合、 ９，６２４円×登録単位数となります。 
（注）実際に負担する授業料年額が237,600円（９，６２４円×登録単位数）未満の場合は、 
    その額が上限額となります。 

（※１）単位制で授業料を納入している場合、９，６２４円×登録単位数となります。 

補助金額（年額） （注①②） 

237,600円（※１） － 国の就学支援金受給額 

（注② ）実際に負担する授業料年額が237,600円（９，６２４円×登録単位数）未満の場合は、その負担額が上限額 
    となります。 



－４－ 

Ｑ ＆ Ａ 

問１ 保護者の定義を説明してください。 

回答  子に対して親権を行う者（親権を行う者のないときは未成年後見人）を「保護者」といいま
す。（保護者には配偶者も含まれます。） 

問３  家計急変世帯（失職、死亡、離婚、年間所得が半分以下に減少）には該当しませんが、それ
以外で対象になるケースはありますか？ 

回答  次のような特別の事情があった場合、学校に御相談ください。 

○災害等で自宅が滅失した（一部滅失を除く）とき。 

全体に関する注意事項 

１ 補助金額（年額）と国の就学支援金受給額の合計が、実際に負担する授業料（年額）を上回る 
 場合には、実際に負担する授業料（年額）が補助の上限になります。 
２ 以下の場合、補助金額は、月割額（在籍月数等に応じた金額）になります。 
 ①年度途中に退学、休学、転学した場合 
 ②保護者が県外に転出もしくは県外から転入した場合 
 ③家計急変世帯（家計急変事由発生月～） 
３ 単位制で授業料を納入している場合、年度途中の入学又は卒業についても補助金額の月割を 
 行います。 
４ 国の就学支援金の申請及び加算支給の届出が遅れたこと等により受給できなかった金額は、 
 「国の就学支援金受給額」に含みます。 

問５  学校へ提出する書類として「課税証明書」とありますが、同様に市町村民税所得割額を確認
できる「特別徴収税額通知書」を提出してもいいですか？ 

 また、原本ではなく写し（コピー）の提出でもいいですか？ 

回答  「特別徴収税額通知書」では、給与所得以外の所得があった場合に確認ができませんので、
「課税証明書」（原本）を提出してください。 

 また、国の就学支援金の加算支給に関する届出において、課税証明書の原本を提出している
場合は、課税証明書の写し（コピー）を提出しても構いません。 

問２ 保護者がともに収入を得ている世帯の市町村民税所得割額の計算方法は？ 

回答 ☆配偶者が「控除対象配偶者」（保護者が配偶者控除を受けている）の場合 

  →原則として、配偶者控除を受けている保護者の市町村民税所得割額が、世帯の市町村民 

  税所得割額となります。 

   ただし、控除対象配偶者であっても、収入が１００万円を超える場合は課税されること 

  があります。課税証明書を確認の上、課税されている場合は、保護者の市町村民税所得割 

  額の合算額が、世帯の市町村民税所得割額となりますので、お二人の課税証明書の提出が 

  必要となります。 

 

☆配偶者が「控除対象でない配偶者」（保護者が配偶者控除を受けていない、又は配偶者特別 

 控除を受けている）の場合 

  →保護者の市町村民税所得割額の合算額が、世帯の市町村民税所得割額となりますので、 

  お二人の課税証明書の提出が必要となります。 

問４  保護者が海外へ単身赴任をしているため、住民税が課税されていません。どの基準に該当し
ますか？ 

回答  保護者が海外で勤務しており、市町村が発行する課税証明書が発行されない場合、授業料軽
減補助等の対象とはなりません。 



 －５－ 

申請から補助までの流れ 

保護者 学 校 
③ 

市町村 

埼玉県 

② 

※軽減の実施時期は１２月以降となります。具体的な時期や軽減方法は各学校からお知らせがあります。 

④ ①  ⑥ 

 
①本パンフレットの配布及び申請時期等の案内 
②必要書類を取得 
③学校に申請書類を提出 
④学校で審査後、埼玉県で申請書類等を確認 
⑤埼玉県から学校へ補助金を交付 
⑥学校が軽減対象者の授業料（入学金）を軽減 
（軽減額の口座振込や授業料の減額などにより軽減が実施されます。軽減実 
 施時期や軽減方法は学校によって異なりますのでご注意ください。） 
 

⑤ 

 学校に提出する書類 

提出期限・提出先 

（１）書類は学校へ提出してください。提出期限や提出方法については、学校から別に案内が 
  あります。 
（２）学校で定められた提出期限は必ず守ってください。書類が期限までに提出されない場合 
  には、軽減を受けることができなくなります。 

問い合わせ 

埼玉県総務部学事課作成 

提出書類など不明な点がありましたら、学校までお問い合わせください。 

 ※ 本制度を実施するに当たって収集した個人情報については、個人情報の保護に関する法律等の関係法令に 
  基づき、適正に取り扱います（提出された書類は返却しません。）。 

提  出  書  類 備    考 

１  各学校所定の書類（授業料軽減申請書など） 

２  世帯全員の住民票（続柄が記載されたもの） 

 外国籍の方は、世帯全員の登録原票記載事項証明書でも可。 

原本を提出してください。 

３ 

 
 保護者の平成２４年度課税証明書（各市町村で名称は異なります。） 

（控除対象で年収が１００万円以下の配偶者は不要） 

（配偶者特別控除対象の配偶者は必要） 

 ※Ｐ２の「課税証明書」見本を参考に、必ず、市町村民税所得割額の記載 

  があるものを提出してください。 

 ※さいたま市は「所得証明書」です。 

  その他市町村は窓口で確認して下さい。 

原本を提出してください。 

ただし、国の就学支援金の加
算支給に関する届出において、
課税証明書の原本を提出して
いる場合は、写し（コピー）
を提出しても構いません。 

 

４ その他必要と認められる書類 



       
      授業料軽減補助事業は、国の就学支援金に上乗せして、 
 埼玉県が独自に行うものです。 
   埼玉県は、県内在住で、県内の私立高校等に通学する生徒を 
  お持ちの家庭の経済的負担の軽減に取り組んでいます。 
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